
次のようなことをお考えの場合、賛助会員加入時にご連絡ください。
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次のようなことをお考えの場合、賛助会員加入時にご連絡ください。

寄付者の税制優遇

認定ＮＰＯ法人とは 認定（特例認定）NPO法人は、所轄庁（都道府県・政令市）から「その運営組織及び事業活
動が適正であって公益の増進に資する」と認定（特例認定）を受けたNPO法人です。
公益性や透明性、社会的信頼性が高く、寄付促進税制等の優遇税制も対象となります。

相続財産を寄付した相続人

法　　　人

個　　　人 所得税、個人住民税に寄付金控除が適用され、確定申告することで寄付
した金額の最大約50%が戻ってきます。

損金算入限度額の枠が拡大されます。

（一般のNPO法人への寄付と比較して、経費にできる寄付金の限度が高くなります。）

寄付をした相続財産は相続税が非課税になります。
【例】6,000万円の相続財産があった場合

このうちの2,000万円を認定NPO法人に寄付すれば相続税の課税対象額は4,000万円になります。
さらに、相続人の方は寄付した2,000万円について、「寄付金控除（税額控除・所得控除）も利用できます。
※上記は金銭の場合です。不動産等は扱いが異なる場合があります。

一般損金算入限度額 + ＝特別損金算入限度額 認定NPO法人に寄付をした場合の
損金算入限度額

認定" 特定非営利活動法人を 目指しています "

専門事業は正会員が対応！
◆ 信頼のある正会員の専門事業者が会員価格で対応します。

会員の皆様の
ご相談に幅広く
対応します。

新しい人事制度を検討中の皆様へ

マッチング事業のご案内

設備投資を検討の皆様へ

参考：一般財団法人地域総合整備財団　ふるさと融資の制度概要から一部抜粋

① 地域の医療・介護・福祉事業の弱い部分に寄付します。
　 （例えば、過疎地医療の支援、認知症対応事業の支援、障がい者事業の支援など）
② 寄付していただいた方のご意向を尊重して寄付金の使途を決定します。

寄付金の使途予定について
※対象エリアの人口の変化や年齢層比率の変化により対象者数は変化し
ています。現状の推定利用者数が算出されますので実績と比較できます。

（１）正会員（専門業者）の利用が会員価格で利用
　　いただけます。
（２）経営相談・マーケット調査など会員価格で
　　利用いただけます。

賛助会員入会のメリット

新規開業
したい

開業
不安の多い新規開業を、
あらゆる角度から支援
〇市場調査・分析の実施
〇事業計画の策定
〇収支計画の策定
〇金融機関等の折衝
〇施設設計等のアドバイス
〇各種申請手続き
〇各種補助金・助成金の
　申請手続き等

法人の設立を
したい

法人の新規設立

経営改善の
相談をしたい

経営改善
○経営診断
※現在の市場調査も実施し
　地域の需要を把握します。

経営の
多角化を
したい

経営多角化
〇市場調査・分析の実施
〇新事業の開設支援
〇各種申請手続き
〇各種補助金・助成金の
　申請手続き等

事業承継の
相談をしたい

事業承継
○事業を円滑に承継する支援
※事業主体により手法が異なります。

施設等の
設計がしたい

設計業者
○介護事業等の設計は、十分
な経験と実績がある設計
業者の利用をお勧めします

介護・福祉
機器を
導入したい

介護・福祉機器業者
○機器の新規導入・更新など

事業の
M＆Aを
したい

Ｍ＆Ａ業者
○事業を売りたい方・買いた
い方は、ご相談ください

土地の取得や
売却がしたい

宅地建物取引業者
○取得の場合、開業等の検討
　段階でご相談ください。
○不動産の売却時も検討段
　階でご相談ください

法律相談をしたい 弁護士
税務相談をしたい 税理士
登記関係の相談をしたい 司法書士

定款の変更手続きをしたい 行政書士

労働・社会保険・年金等の相談をしたい 社会保険労務士

◆信頼のある正会員の資格者が対応します。

ご入会いただきました皆様には、下記の特典があります。

入会時  入会後
（下記の何れかを無料で対応させていただきます。）

※将来の市場推計も入りますので、事業の安定した経営を継続するに
は、重要な情報です。有効にご活用ください。

※対象エリアの人口の変化や年齢層比率の変化により対象
者数は変化しています。国勢調査が行われる４年に１回は
マーケット調査を行なわれることをお勧め致します。

○増収対策の支援
○コスト削減支援

事業譲渡に関する
相談がしたい。

組織の価値を高めるのは人です。

○ご相談いただいた内容の中で、マッチング可能な場合に秘密保持契約を締結いただいた上で内容をお知らせします。
○開業支援・M&A等の手続きが必要な場合には別途費用が発生します。

　将来的にも介護・福祉人材の不足が予想されているなか、介護・福祉人材の確保・定着の推進を図るためには、介護・福
祉職員が将来展望を持って介護・福祉の職場で生き生きと働き続けることができるよう、能力・資格・経験等に応じた給与面や
労働環境面からの適正な処遇がなされることが重要であり、こうした仕組みを職場に導入・普及していくことが必要です。当法
人では、皆様の経営状況を踏まえたベストな人事制度の導入の支援を行います。

法人格を有する
民間事業者

地域振興に資する、各分
野の民間事業で公益性と
事業採算性・低収益性が
見込める事業

（用地取得費も対象になります    
が条件の範囲内になります）

貸付対象事業費の総額から補助金を控除した額の 35％以内
・県から融資を受ける場合・・・42 億円まで
・市町村から融資を受ける場合・・・10.5 億円まで

・貸付利率・・無利子
・償還期間・・5 ～15 年以内（据置 5 年以内含む）　
・担保・・民間金融機関の連帯保証

対象事業者 対象事業 対象費用
設備取得費等

融資限度額

融資条件

事業地が、過疎地域、定住自立圏の場合、融資限
度額が４５％になります。

「ふるさと融資（無利子）」を活用されてみませんか？

有利な資金調達方法を検討されるときに、「ふるさと融資（無利子）」を入れて計画作成をお薦めします。

認定要件
パブリックサポートテスト（PST）抜粋

 

（
何
れ
か
）適
・
非

●相対値基準

●絶対値基準

収入金額に占める寄付金の割合が
20%以上である 

年3,000円以上の寄付者の割合が
平均100人以上である

●条例個別指定
都道府県又は市町村の条例による
個別指定を受けている。

① パブリックサポートテスト（PST）をクリアしていること
　 賛助会員の年会費は認定基準上、寄付金にカウントされます。
② メインとする活動が「共益的な活動」でないこと
③ 運営組織及び経理が適当であること
④ 事業内容が適切であること
⑤ 情報公開を適切に行なっていること
⑥ 法令違反、不正行為、公益に反する事実がないこと
⑦ 設立から１年を超える期間が経過し、少なくとも2事業年度を終えていること

MCW
経営サポートセンター

正会員は、業務経験が長く
信用のある地元の人材や法人を中心に

構成されています。
信用のある地元の人材や法人を中心に信用のある地元の人材や法人を中心に

ファイナンシャル
プランナー

弁護士 医 師

商圏分析

事業承継
（M&A）

建築設計

不動産
医療機器

土地家屋
調査士

司法書士

行政書士

税理士

社会保険
労務士

○株式会社
○特定非営利
　活動法人（NPO）
○一般社団法人
○合同会社など
※法人格により、メリット・デメ
　リットがあります。

※機器名等をお知らせ下さい、正会員
　より価格見積もりをお届けします

□無料経営相談（初回のみ）
※交通費のみご負担下さい。
□介護圏調査・障がい者福祉事業エリア分析レポート
（サービス種類、調査地点、エリアは相談して設定します）

開業をしたいが
場所やサービス
種類・規模につ
いて相談したい。

　この融資申請には、申請事務等に精
通した担当者を配置いただくのが望ま
しいのですが、相応しい担当者がない
場合には、当法人が事務代行や地方公
共団体及び金融機関との交渉支援を行
なうことが可能です。

事業の将来（拡大・
縮小など）につい
て相談がしたい。

平成30年7月1日現在


